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（１）経営成績に関する分析 

 ① 当期の経営成績 

当連結会計年度における経済情勢は、米国経済は比較的緩やかな回復基調となり、国内においても昨年発足した

新政権による金融緩和策等により、円安、株高基調となり、デフレ脱却と景気回復の期待が高まっております。し

かしながら、欧州での金融不安による世界経済への影響の長期化や、成長を続けてきた中国経済の伸びも鈍化する

など依然として先行きは不透明な状況のまま推移いたしました。 

当社グループを取り巻く事業環境は、産業機器市場では自動車関連市場が比較的堅調に推移いたしましたが、半

導体製造装置の需要低迷が長期化し、中国での設備投資需要も陰りが見えるなど不透明感が増しております。情報

通信機器市場はスマートフォンやタブレット型情報通信端末の世界的な需要が高まる一方、従来一定の成長を続け

ていたパソコンの出荷は前年実績を下回る状況となるなど構造的に変化が現れてきております。 

当社グループにおきましては、ノイズ関連市場向けのノイズフィルタは半導体製造装置向けおよび工作機械市場

向けが減少しましたが、環境、新エネルギー向けが好調に推移したことにより増加いたしました。また、自動車用

の厚膜印刷基板も堅調に推移いたしましたが、産業用のフィルタ、コンデンサが設備投資抑制の影響を受け大きく

減少し、産業機器市場向け全体では僅かに減少いたしました。 

情報通信機器市場向けは、端末向けではパソコン用の厚膜印刷基板を中心に減少し、通信インフラ関連向けのフ

ィルタ等も欧州を中心とした市場の低迷の影響を受け減少いたしました。 

これらの結果、当連結会計年度の売上高は104億81百万円（前連結会計年度比6.4％の減少）となりました。 

損益につきましては、コストダウンや固定費削減等を推し進めてまいりましたが、売上高の減少をカバーするに

は至らず営業利益15百万円（前連結会計年度比91.7％の減少）、経常利益１億36百万円（前連結会計年度比50.1％

の減少）、当期純利益73百万円（前連結会計年度比57.1％の減少）となりました。 

なお、セグメント別の業績は次のとおりであります。 

   

〔産業機器市場〕 

当セグメントの売上高は58億50百万円（前連結会計年度比1.8％の減少）となりました。 

ノイズ関連市場向けのノイズフィルタは、太陽光発電用を中心とした環境、新エネルギー市場向けパワーコンデ

ィショナー用が堅調に推移し増加いたしました。 

鉄道信号用ＬＣフィルタは、整備新幹線の投資案件が一巡したことにより大幅に減少いたしました。 

また、自動車用厚膜印刷基板は昨年９月までのエコカー補助金の効果が影響しわずかに増加いたしました。 

営業利益は売上高が減少しましたが、コストダウン等の施策に加え収益性の高い製品が増加したことにより１億

98百万円（前連結会計年度比19.8％の増加）となりました。 

〔情報通信機器市場〕 

当セグメントの売上高は38億58百万円（前連結会計年度比10.5％の減少）となりました。 

情報通信インフラ市場は、防衛関連向け等のカスタム品の需要が拡大し増加しました。 

情報通信端末市場においては、携帯端末用の積層誘電体フィルタは堅調に推移しましたが、パソコンの販売台数

が前年実績を下回るなど世界的に落ち込んだことから厚膜印刷基板の需要が減少いたしました。 

営業利益は売上高の減少が大きく影響し１億95百万円の損失（前連結会計年度は57百万円の損失）となりまし

た。 

〔その他〕 

当セグメントの売上高は８億42百万円（前連結会計年度比14.7％の減少）となりました。 

当事業の主な内容は上記に含まれない実装事業であり、主として地上放送が完全にデジタル化されたことに伴

い、関連機器向けの需要が一巡し減少いたしました。 

営業利益は売上高の減少により４百万円の損失（前連結会計年度は86百万円の利益）となりました。 

 ② 次期の見通し 

エレクトロニクス業界は、産業機器市場においては半導体製造装置や中国を中心とした工作機械市場の低迷は期

前半まで続くものと予想されますが、自動車関連市場は比較的堅調に推移し、環境、新エネルギー市場向けも年内

は活況が継続するものと予想されます。情報通信機器市場におきましては、スマートフォンやタブレット型情報通

信端末は引き続き需要拡大する一方、パソコン関連市場は厳しい事業環境となることが予想されます。このように

一部では需要の拡大など明るい兆しが見られるものの、全体的には市場回復の遅れなど不透明感が拭えない事業環

境となることが予想されます。 

１．経営成績・財政状態に関する分析



当社グループにおきましてはこのような事業環境の中、計画している新製品の早期市場投入と需要拡大が見込ま

れる環境、新エネルギー市場向けの売上拡大を実現してまいります。損益につきましては、設備の自動化等による

ものづくり体質強化の推進、海外への生産移管、ＶＡ/ＶＥなど引き続きコストダウン諸施策を実施してまいりま

す。 

次期の業績につきましては、為替レートを１ドル90円の前提で、売上高107億円、営業利益２億円、経常利益２億

80百万円、当期純利益１億60百万円と予想しております。 

※ 上記の業績予想につきましては、現時点で得られた情報にもとづいて算定しておりますが、多分に不確定な要

素を含んでおり、当社としてその実現を約束するものではありません。従いまして、実際の業績は、業況の変

化などにより業績予想と異なる結果となりうることをご承知おき下さい。 

（２）財政状態に関する分析 

 ① 資産・負債及び純資産の状況 

当連結会計年度末における資産の総額は、146億91百万円（前連結会計年度末比17百万円の増加）となりました。 

流動資産は、短期貸付金等の減少により、90億77百万円（前連結会計年度末比81百万円の減少）となりました。 

固定資産は、前払年金費用の増加等により、56億14百万円（前連結会計年度末比98百万円の増加）となりました。

負債は、未払金等の減少により、29億45百万円（前連結会計年度末比28百万円の減少）となりました。 

純資産は、為替換算調整勘定等の増加により、117億46百万円（前連結会計年度末比45百万円の増加）となりまし

た。 

これらの結果、当連結会計年度末における自己資本比率は80.0％（前連結会計年度末79.7％）となり、１株当た

り純資産額は753円05銭（前連結会計年度末750円15銭）となりました。 

 ② キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、６億47百万円（前連結会計年度末比１億63百万円の増加）と

なりました。各キャッシュ・フローの状況と要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られたキャッシュ・フローは、３億73百万円（前連結会計年度比２億67百万円の減少）となり

ました。この主な内容は、税金等調整前当期純利益80百万円、減価償却費４億35百万円および法人税等の支払額１

億48百万円であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動に使用されたキャッシュ・フローは、１億13百万円（前連結会計年度比４億41百万円の減少）となりまし

た。この主な内容は、有形固定資産の取得４億50百万円、短期貸付金の減少２億26百万円および定期預金の減少１億

14百万円であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動に使用されたキャッシュ・フローは、１億34百万円（前連結会計年度比９百万円の減少）となりました。

この主な内容は、配当金の支払１億24百万円であります。 

  



キャッシュ・フロー関連指標の推移 

自己資本比率            ： 自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率      ： 株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ  ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

（注２）株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

（注３）営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用

しております。 

（注４）有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象として

おります。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期、次期の配当 

当社の利益配分に関する考え方は、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題の一つであると認識し、長期的視

野に立って安定的な利益を確保することにより株主資本を充実させ企業体質の強化を図ると同時に、今後の事業展

開などを総合的に勘案して成果の配分を行うことであります。 

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針とし、期末配当については株主総

会、中間配当については取締役会で機関決定しております。 

内部留保資金につきましては設備投資資金、新事業、新製品開発などに有効活用し、競争力の維持、強化と収益

力の向上により企業価値向上を図ってまいります。 

なお、当期の利益配当金につきましては１株当たり期末配当金を４円とし、既に実施済みの中間配当金４円と合

わせて、年間配当金は８円と前事業年度と同額とさせていただく予定であります。 

また、次期の配当金につきましては１株当たり中間配当金４円、期末配当金４円で年間配当金は８円とし、当期

と同額とさせていただく予定であります。 

  

  平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期

自己資本比率（％）  78.1  78.3  79.7  80.0

時価ベースの自己資本比率（％）  46.4  54.2  39.0  35.0

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年）  －  0.4  0.2  0.4

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  －  308.3  442.3  275.1



当社グループ（当社および当社の関係会社）は平成25年３月31日現在、双信電機株式会社（当社）および親会社１

社、子会社９社により構成されており、事業は産業機器市場、情報通信機器市場向け製品の開発、製造、販売の他、

実装事業等を主たる業務としております。 

当社グループの事業内容および当社と関係会社の当該事業における位置付けは次のとおりであります。 

なお、次の３事業区分は「４．連結財務諸表 (５)連結財務諸表に関する注記事項」に掲げるセグメントの区分と

同一であります。 

 前頁に記載した企業グループの事業系統図は次のとおりであります。 

２．企業集団の状況

事業区分 主要品目 会社名 

産業機器市場 

ノイズフィルタ、マイカコンデンサ、

ＬＣフィルタ、 

プラスチックフィルムコンデンサ、 

厚膜印刷基板 

当社、双信デバイス㈱、双信パワーテック㈱、立信電子㈱、

双信エレクトロニクスマレーシア、 

双信エレクトロニクス・オブ・アメリカ、 

双信エレクトロニクスヨーロッパ、 

双信電子（香港）有限公司、双信華科技（深圳）有限公司、

台湾双信電機股份有限公司 

（会社総数10社） 

情報通信機器

市場 

セラミック多層製品（積層誘電体フ

ィルタ、カプラ、バラン）、 

マイカコンデンサ、ＬＣフィルタ、 

フェライトフィルタ、厚膜印刷基板、

光通信関連製品 

当社、日本碍子㈱、双信デバイス㈱、双信パワーテック㈱、

立信電子㈱、双信エレクトロニクスマレーシア、 

双信エレクトロニクス・オブ・アメリカ、 

双信エレクトロニクスヨーロッパ、 

双信電子（香港）有限公司、台湾双信電機股份有限公司 

（会社総数10社） 

その他 実装製品 

当社、双信デバイス㈱、立信電子㈱、 

双信エレクトロニクスマレーシア 

（会社総数４社） 



(1）会社の経営の基本方針 

 当社の経営理念は以下のとおり、『ＳＯＳＨＩＮ ＷＡＹ －コミュニケーションの輪でつなぐ人と未来－』で

あります。これは社員全員が『ＳＯＳＨＩＮ ＷＡＹ』に共感し、情熱を高め、その価値観と目指す未来像を共

有することにより持続的成長の原動力とするためであります。 

ＳＯＳＨＩＮ ＷＡＹ 

－コミュニケーションの輪でつなぐ人と未来－ 

◇ 私たちの使命 

双信電機グループは双互信頼の精神を尊重し、お客様の期待に応える電子部品の提供を通して世界中の

人、企業、国をつなぐ輪を作り、社会の発展と人々の暮らしに貢献します。 

  

◇ 共有する価値観 

① 私たちは、“お客様の期待に応える電子部品の提供”でお客様との双互信頼の“輪”を広げます。 

② 私たちは、“人間性尊重”で会社、組織、個人、家族の双互信頼の“和”を大切にします。 

③ 私たちは、“良き企業市民”として地域社会を双互信頼の“話”で元気にします。 

④ 私たちは、“環境共生社会の実現”に向けて地球と人との調和を双互信頼の“環”で守ります。 

⑤ 私たちは、“公平かつ公正な調達活動”で取引先との双互信頼の“輪”を築きます。 

⑥ 私たちは、“変革と成長へのチャレンジ”を続け、株主、投資家の期待に双互信頼の“輪”で応えます。 

  

◇ 私たちの目指す未来像 

個人と組織が変革と成長を続け、お客様の期待に応える電子部品を提供し、世界中のお客様から最も信頼

される電子部品メーカーとなることです。 

(2）目標とする経営指標 

当社グループの経営方針は、変化の激しいエレクトロニクス市場においてニーズを捉えた新製品開発および新

市場開拓を推進して継続的に成長し、10％以上の営業利益率を計上する安定的な黒字経営を行うことで企業価値向

上を図っていくことです。 

今後も次項の中長期的な会社の経営戦略および対処すべき課題に掲げた内容を着実に実行し「収益力向上」と

「持続的な成長」に向けて取り組んでまいります。 

(3）中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 

エレクトロニクス業界は、産業機器市場においては半導体製造装置や中国を中心とした工作機械市場の低迷は

期前半まで続くものと予想されますが、自動車関連市場は比較的堅調に推移し、環境、新エネルギー市場向けも年

内は活況が継続するものと予想されます。情報通信機器市場におきましては、スマートフォンやタブレット型情報

通信端末は引き続き需要拡大する一方、パソコン関連市場は厳しい事業環境となることが予想されます。このよう

に一部では需要の拡大など明るい兆しが見られるものの、全体的には市場回復の遅れなど不透明感が拭えない事業

環境となることが予想されます。 

このような状況において当社グループにおきましては「収益力の向上」、「持続的な成長」ができる会社に向け

て行動してまいります。そのために今後３年間で約25～30億円規模の積極的な投資を予定しております。収益力の

向上に向けて最新の設備導入により自動化、省力化を推進するとともに生産拠点の集約等で生産性の向上を図りま

す。また、コンデンサメーカーとしての原点に立ち返り、次期の事業の核となる低インダクタンス、低発熱等の特

長あるコンデンサの開発を推進してまいります。収益力向上と持続的成長の諸施策の成果が結実する３年後の業績

飛躍に向け、下記の個別計画を確実に遂行してまいります。 

３．経営方針



＜収益力向上に向けて＞ 

自動検査機等の最新の設備導入及びＩＴ活用による工程管理により生産性向上、品質向上を図り、ものづくり

体質の強化を実現します。 

また、その成果によるコストダウンと品質向上により市場での製品競争力を強化し、新たな受注獲得に結び付け

ることで収益力の向上を図ってまいります。 

① 厚膜印刷基板の最新の自動検査機や焼成炉の導入による省人化、省スペース化で生産ラインを集約し製造コ

ストを大幅削減 

② 国内生産ラインの省人化を推進し、長野事業所、宮崎事業所の製造拠点の最適化を実施し製造コストを削減

③ ＩＴを活用し工程の進捗、品質情報をリアルタイムで管理し、問題に即応できる体制を構築し失敗コストを

削減 

④ 作業ロボットの導入とムダ作業、ライン間の仕掛品の排除により生産ラインを短縮し省力化と品質向上を実

現 

＜持続的な成長に向けて＞ 

既に市場投入した新製品の売上拡大を図るとともに、昨年度新設した開発の専任部門の活動を通じて得られた

産業インフラ市場向け新製品の開発推進により、新規市場への参入を果たしてまいります。 

① 既存技術であるフィルムコンデンサを基に、新たな産業インフラ用大容量コンデンサの市場投入に向けて開

発を推進。将来の成長を担う事業の核と位置付けて活動を展開 

② 積層誘電体フィルタの異種材接合技術や特長ある回路設計技術を活かした新規市場向け新製品開発と市場投

入 

③ マレーシア、中国の海外拠点の効率的な活用方法を見直し、当社グループの成長戦略に柔軟に対応できる設

計、生産、販売体制を再構築。さらに、現地ニーズに確実に対応できる低価格品の投入により売上を拡大 

④ 技術的な協業や営業面での販路拡大、品揃えの拡充を目的としたアライアンスの推進 



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 656,880 711,574

受取手形及び売掛金 3,706,192 3,446,988

商品及び製品 197,630 162,656

仕掛品 235,581 291,394

原材料及び貯蔵品 510,972 595,769

繰延税金資産 39,828 81,282

短期貸付金 3,626,163 3,399,765

未収入金 139,577 285,341

その他 46,557 103,097

貸倒引当金 △560 △623

流動資産合計 9,158,820 9,077,243

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 4,918,400 4,902,688

減価償却累計額及び減損損失累計額 △3,613,313 △3,655,865

建物及び構築物（純額） 1,305,087 1,246,823

機械装置及び運搬具 7,144,535 7,217,542

減価償却累計額及び減損損失累計額 △6,439,790 △6,480,324

機械装置及び運搬具（純額） 704,745 737,218

土地 994,622 940,422

建設仮勘定 40,557 69,505

その他 496,798 525,095

減価償却累計額及び減損損失累計額 △463,383 △476,166

その他（純額） 33,415 48,929

有形固定資産合計 3,078,426 3,042,897

無形固定資産 39,381 43,979

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  198,651 ※1  228,112

前払年金費用 2,045,741 2,140,225

繰延税金資産 31,320 31,466

その他 ※1  131,857 ※1  137,274

貸倒引当金 △9,400 △9,400

投資その他の資産合計 2,398,169 2,527,677

固定資産合計 5,515,976 5,614,553

資産合計 14,674,796 14,691,796



（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 987,001 1,075,489

短期借入金 160,000 150,000

未払法人税等 97,170 25,092

未払金 227,085 179,318

賞与引当金 372,975 332,306

役員賞与引当金 6,900 2,800

繰延税金負債 － 775

その他 229,907 241,013

流動負債合計 2,081,038 2,006,793

固定負債   

繰延税金負債 751,627 793,618

退職給付引当金 82,192 92,928

役員退職慰労引当金 56,048 51,859

資産除去債務 2,463 －

固定負債合計 892,330 938,405

負債合計 2,973,368 2,945,198

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,806,750 3,806,750

資本剰余金 3,788,426 3,788,426

利益剰余金 4,357,431 4,306,120

自己株式 △868 △903

株主資本合計 11,951,739 11,900,393

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 13,166 31,365

為替換算調整勘定 △263,477 △185,160

その他の包括利益累計額合計 △250,311 △153,795

純資産合計 11,701,428 11,746,598

負債純資産合計 14,674,796 14,691,796



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

売上高 11,197,476 10,481,997

売上原価 8,424,450 8,028,006

売上総利益 2,773,026 2,453,991

販売費及び一般管理費 ※1, ※2  2,586,260 ※1, ※2  2,438,517

営業利益 186,766 15,474

営業外収益   

受取利息 25,527 24,313

受取配当金 6,976 10,805

物品売却益 43,498 46,797

為替差益 － 30,188

その他 29,842 17,841

営業外収益合計 105,843 129,944

営業外費用   

支払利息 1,448 1,357

手形売却損 1,671 1,540

為替差損 7,908 －

支払手数料 1,710 1,834

LLP持分損失 1,431 1,433

休止固定資産減価償却費 1,315 948

その他 3,347 1,658

営業外費用合計 18,830 8,770

経常利益 273,779 136,648

特別利益   

固定資産売却益 ※3  414 ※3  355

特別利益合計 414 355

特別損失   

固定資産売却損 ※4  4,121 ※4  37,388

固定資産除却損 ※5  4,737 ※5  5,148

投資有価証券評価損 9,696 3,369

減損損失 ※6  57,332 ※6  10,849

特別損失合計 75,886 56,754

税金等調整前当期純利益 198,307 80,249

法人税、住民税及び事業税 143,747 15,026

法人税等調整額 △116,905 △8,255

法人税等合計 26,842 6,771

少数株主損益調整前当期純利益 171,465 73,478

当期純利益 171,465 73,478



（連結包括利益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 171,465 73,478

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △112 18,199

為替換算調整勘定 4,528 78,317

その他の包括利益合計 4,416 96,516

包括利益 175,881 169,994

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 175,881 169,994

少数株主に係る包括利益 － －



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 3,806,750 3,806,750

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,806,750 3,806,750

資本剰余金   

当期首残高 3,788,426 3,788,426

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,788,426 3,788,426

利益剰余金   

当期首残高 4,383,162 4,357,431

会計方針の変更による累積的影響額 △56,016 －

遡及処理後当期首残高 4,327,146 －

当期変動額   

剰余金の配当 △124,790 △124,789

連結範囲の変動 △16,390 －

当期純利益 171,465 73,478

当期変動額合計 30,285 △51,311

当期末残高 4,357,431 4,306,120

自己株式   

当期首残高 △841 △868

当期変動額   

自己株式の取得 △27 △34

当期変動額合計 △27 △34

当期末残高 △868 △903

株主資本合計   

当期首残高 11,977,497 11,951,739

会計方針の変更による累積的影響額 △56,016 －

遡及処理後当期首残高 11,921,481 －

当期変動額   

剰余金の配当 △124,790 △124,789

当期純利益 171,465 73,478

連結範囲の変動 △16,390 －

自己株式の取得 △27 △34

当期変動額合計 30,258 △51,345

当期末残高 11,951,739 11,900,393



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 13,278 13,166

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △112 18,199

当期変動額合計 △112 18,199

当期末残高 13,166 31,365

為替換算調整勘定   

当期首残高 △268,005 △263,477

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 4,528 78,317

当期変動額合計 4,528 78,317

当期末残高 △263,477 △185,160

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 △254,727 △250,311

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 4,416 96,516

当期変動額合計 4,416 96,516

当期末残高 △250,311 △153,795

純資産合計   

当期首残高 11,722,770 11,701,428

会計方針の変更による累積的影響額 △56,016 －

遡及処理後当期首残高 11,666,754 －

当期変動額   

剰余金の配当 △124,790 △124,789

当期純利益 171,465 73,478

連結範囲の変動 △16,390 －

自己株式の取得 △27 △34

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 4,416 96,516

当期変動額合計 34,674 45,170

当期末残高 11,701,428 11,746,598



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 198,307 80,249

減価償却費 499,005 435,524

減損損失 57,332 10,849

貸倒引当金の増減額（△は減少） 250 －

賞与引当金の増減額（△は減少） △6,743 △40,669

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 16,057 △4,100

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △6,700 △4,189

受取利息及び受取配当金 △32,503 △35,118

支払利息 1,448 1,357

投資有価証券評価損益（△は益） 9,696 3,369

固定資産売却損益（△は益） 3,707 37,033

固定資産除却損 4,737 5,148

売上債権の増減額（△は増加） △113,032 284,842

たな卸資産の増減額（△は増加） △11,832 △87,885

仕入債務の増減額（△は減少） △92,557 63,866

退職給付引当金の増減額（△は減少） 4,204 10,736

前払年金費用の増減額（△は増加） △9,093 △94,484

その他 109,864 △178,757

小計 632,147 487,771

利息及び配当金の受取額 32,399 35,386

利息の支払額 △1,448 △1,357

法人税等の支払額 △164,994 △148,497

法人税等の還付額 142,332 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 640,436 373,303

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △4,458 △4,391

定期預金の増減額（△は増加） △88,466 114,244

有形固定資産の取得による支出 △328,710 △450,827

有形固定資産の売却による収入 7,504 24,587

無形固定資産の取得による支出 △7,666 △20,800

短期貸付金の増減額（△は増加） ※2  △126,279 ※2  226,398

その他 △7,664 △3,208

投資活動によるキャッシュ・フロー △555,739 △113,997

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △20,000 △10,000

自己株式の取得による支出 △27 △34

配当金の支払額 △124,790 △124,789

財務活動によるキャッシュ・フロー △144,817 △134,823

現金及び現金同等物に係る換算差額 △6,384 39,379

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △66,504 163,862

現金及び現金同等物の期首残高 522,297 483,973

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 28,180 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  483,973 ※1  647,835



 該当事項はありません。 

   

１．連結の範囲に関する事項 

 子会社９社のうち７社について連結しております。 

 連結子会社名は「２．企業集団の状況」に記載しているため、省略しております。  

 また、双信エレクトロニクスヨーロッパおよび台湾双信電機股份有限公司は、総資産、売上高、当期純利

益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等の連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であるた

め連結の範囲から除外しております。 

  

２．持分法の適用に関する事項 

 非連結子会社２社、双信エレクトロニクスヨーロッパおよび台湾双信電機股份有限公司は、当期純利益

（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等の連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であるた

め、かつ全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。 

  

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社の決算日は、双信エレクトロニクス・オブ・アメリカおよび双信華科技（深圳)有限公司につい

ては12月末日、双信エレクトロニクスマレーシアおよび双信電子（香港）有限公司については２月末日であ

り、いずれも連結決算日との差異が３ヵ月を超えないため、当該決算期に係る財務諸表を基礎として連結財

務諸表を作成しております。 

  なお、上記連結子会社の決算日から連結決算日までの間に生じた重要な取引については、連結上必要な調

整を行うこととしております。 

  

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ 有価証券 

  その他有価証券 

  ①時価のあるもの  

 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

  ②時価のないもの 

移動平均法による原価法 

ロ デリバティブ  

  原則として時価法 

ハ たな卸資産  

  ①原材料及び貯蔵品 

 主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法） 

  ②商品及び製品、仕掛品 

 主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法） 
  

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

イ 有形固定資産  

 当社及び国内連結子会社は、建物（附属設備を除く）は定額法、建物以外については定率法によっ

ております。 在外子会社の一部は定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

  建物及び構築物   ２年～50年 

  機械装置及び運搬具 ２年～８年 

ロ 無形固定資産 

   定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は自社利用のソフトウェア５年であります。 
  

(3）重要な引当金の計上基準 

イ 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

ロ 賞与引当金 

 従業員の賞与の支出に備えるため、賞与支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しております。 

ハ 役員賞与引当金  

 役員の賞与の支出に備えるため、当連結会計年度末における支払見込額を計上しております。 

(5)連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）



ニ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法

により費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しており

ます。 

 なお、当社においては、年金資産の額が企業年金制度に係る退職給付債務に当該企業年金制度に係

る未認識過去勤務債務及び未認識数理計算上の差異を加減した額を超えているため、前払年金費用と

して連結貸借対照表の投資その他の資産に計上しております。 

ホ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上しており

ます。 
  

(4）重要な外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、振当処理を採用しているものを除き、連結決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益として処理しております。なお、在外連結子会社の資産及び負債は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純

資産の部における為替換算調整勘定に含めております。 
  

(5）重要なヘッジ会計の方法 

イ ヘッジ会計の方法   

   為替予約取引は振当処理によっております。 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段…為替予約取引 

   ヘッジ対象…外貨建金銭債権 

ハ ヘッジ方針 

   為替予約取引 

 将来予想される外貨建金銭債権回収に係る為替変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行っ

ており、投機的な取引は行っておりません。 

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

   為替予約取引 

 為替相場の変動によるキャッシュ・フローの変動を完全に相殺するものと想定されるため、有効

性の評価は省略しております。 
  

（6）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲  

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
  

（7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項  

 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

   

（売上高の認識基準の変更） 

 当社及び国内連結子会社は、従来、主として出荷基準により収益を認識しておりましたが、当連結会計年度よ

り、契約条件等に基づき着荷日等に収益を認識する方法に変更しております。 

 この変更は、当連結会計年度より親会社である日本碍子㈱が収益認識基準を変更することに伴い、親子会社間の

会計処理を統一することを目的としており、これを契機に社内体制を見直した結果、親会社と同様に契約条件等に

基づき着荷日等に収益を認識する環境が整ったことから、期間損益をより適正に算定するために行なったものであ

ります。 

 なお、前連結会計年度については、当該会計方針変更を遡及適用後の連結財務諸表となっております。 

 この結果、遡及適用を行う前に比べて、前連結会計年度の売上高は 千円増加しており、営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ 千円増加しております。また、前連結会計年度の期首の純資産に

累積的影響額が反映されたことにより、連結株主資本等変動計算書の利益剰余金の遡及適用後の期首残高は

千円減少しております。 

  

（会計方針の変更）

39,805

41,172

56,016



（減価償却方法の変更） 

 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得した有

形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

 これにより、当連結会計年度の減価償却費は 千円減少し、売上総利益は 千円増加、営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ 千円増加しております。 

  

  

（連結貸借対照表）  

 前連結会計年度において「流動資産」の「その他」に含めておりました「未収入金」は、総資産額の100分の１

を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前連結

会計年度の連結財務諸表の組替を行っております。 

 この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「流動資産」の「その他」として表示していた186,134

千円は、「未収入金」139,577千円、「その他」46,557千円として組み替えております。 
  

（連結損益計算書） 

 前連結会計年度において「営業外費用」の「その他」に含めておりました「支払手数料」「手形売却損」「ＬＬ

Ｐ持分損失」「休止固定資産減価償却費」は、営業外費用の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲

記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替を行ってお

ります。 

 この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「その他」として表示していた9,474

千円は、「手形売却損」1,671千円、「支払手数料」1,710千円、「ＬＬＰ持分損失」1,431千円、「休止固定資産

減価償却費」1,315千円、「その他」3,347千円として組み替えております。 

    

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。 

  

 ※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

  

※２ 研究開発費の総額は次のとおりであります。 

  

（会計上の見積もりの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

13,869 11,369

13,251

（表示方法の変更）

（連結貸借対照表関係）

  
前連結会計年度

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

投資有価証券（株式）          千円 14,489         千円 14,489

投資その他の資産その他（出資金）               8,439               8,439

（連結損益計算書関係）

  
前連結会計年度

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

研究開発費                    千円 451,183                    千円 416,428

給与賃金・賞与金  647,540  665,421

退職給付費用  129,079  89,622

賞与引当金繰入額  125,958  113,781

役員賞与引当金繰入額  6,900  2,800

役員退職慰労引当金繰入額  16,058  12,685

前連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

                    千円 451,183                     千円 416,428



※３ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

  

※４ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

  

※５ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

  

※６ 減損損失 

 当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

 当社グループにおけるグルーピングは、独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位である、管理会計上使

用している単位を基礎としております。 

回収可能価額は、正味売却価額により測定しております。正味売却価額は、主として見積売却価額に基づき評

価しており、売却見込みのない資産については零としております。 

    前連結会計年度（自 平成23年４月１日至 平成24年３月31日） 

ＬＣフィルタ用事業資産については、一般産業機器等のＬＣフィルタを取り巻く市場環境の変化等により収益

性が低下したため、回収可能価額まで減額し、減損損失（ 千円）を特別損失に計上しました。その内訳

は、建物及び構築物 千円、機械装置及び運搬具 千円およびその他 千円であります。 
  

    当連結会計年度（自 平成24年４月１日至 平成25年３月31日） 

フェライトフィルタ用事業資産については、フェライトフィルタを取り巻く市場環境の変化等により収益性が

低下したため、回収可能価額まで減額し、減損損失（ 千円）を特別損失に計上しました。その内訳は、機

械装置及び運搬具 千円であります。  

     前連結会計年度 
     （自 平成23年４月１日 
     至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
 （自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日） 

機械装置及び運搬具 千円 414   千円 349

その他  －    6

計  414    355

     前連結会計年度 
     （自 平成23年４月１日 
     至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
 （自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日） 

建物及び構築物  千円 －   千円 6,481

機械装置及び運搬具       221           707

土地  3,900        30,200

計  4,121     37,388

     前連結会計年度 
     （自 平成23年４月１日 
     至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
 （自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日） 

建物及び構築物      千円 3,057        千円 2,349

機械装置及び運搬具       1,279         2,311

有形固定資産（その他）  401    488

計  4,737    5,148

場所 用途 種類 

長野県佐久市他 ＬＣフィルタ用事業資産 建物、機械装置 他 

57,332

1,777 55,372 182

場所 用途 種類 

長野県佐久市他 フェライトフィルタ用事業資産 機械装置 

10,849

10,849



  

前連結会計年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の増加68株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
当連結会計年度
期首株式数（株） 

当連結会計年度
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  15,600,000  －  －  15,600,000

合計  15,600,000  －  －  15,600,000

自己株式         

普通株式   1,204  68  －  1,272

合計  1,204  68  －  1,272

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額（円） 

基準日 効力発生日

平成23年６月24日 

定時株主総会 
 普通株式  62,395  4 平成23年３月31日 平成23年６月27日 

平成23年10月28日 

取締役会 
 普通株式  62,395  4 平成23年９月30日 平成23年12月５日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成24年６月26日 

定時株主総会 
 普通株式  62,394 利益剰余金  4 平成24年３月31日 平成24年６月27日



当連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の増加110株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

※１現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※２ 当社及び一部の連結子会社は、日本碍子㈱が導入しているＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）に参画

  しております。短期貸付金の増減額はＣＭＳに係るものであります。 

  
当連結会計年度
期首株式数（株） 

当連結会計年度
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  15,600,000  －  －  15,600,000

合計  15,600,000  －  －  15,600,000

自己株式         

普通株式   1,272  110  －  1,382

合計  1,272  110  －  1,382

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額（円） 

基準日 効力発生日

平成24年６月26日 

定時株主総会 
 普通株式  62,394  4 平成24年３月31日 平成24年６月27日 

平成24年10月31日 

取締役会 
 普通株式  62,394  4 平成24年９月30日 平成24年12月５日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成25年６月25日 

定時株主総会 
 普通株式  62,394 利益剰余金  4 平成25年３月31日 平成25年６月26日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
  
  

前連結会計年度
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日） 

現金及び預金勘定 656,880千円 711,574千円 

預入期間が３か月を

超える定期預金 
△172,907  △63,739  

現金及び現金同等物 483,973  647,835  



１．報告セグメントの概要 

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あり、取締役会が、経営資源の配分決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっ

ているものであります。 

 当社グループは、フィルタ、コンデンサ、厚膜印刷基板等を製造、販売しており、製品市場別に戦略

ビジネスユニット（以下ＳＢＵ）を置き、各ＳＢＵは、対象市場において国内および海外の包括的な戦

略を立案し、事業活動を展開しております。 

 したがって、当社グループはＳＢＵを基礎とした市場別のセグメントから構成されており、「産業機

器市場」、「情報通信機器市場」の２つを報告セグメントとしております。 

 「産業機器市場」は産業用機械、鉄道、自動車市場向製品を販売しております。「情報通信機器市場」

は情報通信インフラ市場向、情報通信端末市場向の製品を販売しております。  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と概ね同一であります。  

 報告セグメントの利益は、営業利益べ－スの数値であります。なお、セグメント間の内部売上高及び

振替高は、市場実勢価格に基づいております。  

    （報告セグメントの変更等に関する事項） 

  （売上高の認識基準の変更） 

   「会計方針の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、売上高の認識基準を変更しており、前

連結会計年度については、当該会計方針の変更を反映した遡及適用後のセグメント情報となっており

ます。 

     これにより、遡及適用前と比較して、前連結会計年度の売上高が、産業機器市場において 千

円、情報通信機器市場において 千円、その他において 千円それぞれ増加しております。

セグメント利益又は損失(△)は、産業機器市場において 千円、情報通信機器市場において

千円、その他において 千円セグメント利益がそれぞれ増加しております。また、セグメ

ント資産は、産業機器市場において 千円、情報通信機器市場において 千円、その他にお

いて 千円セグメント資産がそれぞれ減少しております。 

  

  （減価償却方法の変更） 

   「会計上の見積もりの変更と区別することが困難な会計方針の変更」に記載のとおり、法人税法の

改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産については、改正

後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更したため、報告セグメントの減価償却の方法を改正後の

法人税法に基づく方法に変更しております。 

   これにより、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度のセグメント利益又は損失(△)は、産

業機器市場において 千円、情報通信機器市場において 千円、その他において 千円、調整

額において 千円、セグメント利益がそれぞれ増加しております。 

（セグメント情報等）

セグメント情報

19,619

14,811 5,375

22,955

13,455 4,762

15,325 9,878

3,166

2,067 7,904 680

2,600



３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日） 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ＳＢＵで管理していない実装製

品等を含んでおります。  

   ２．セグメント利益又は損失(△)の調整額△7,994千円は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等でありま

す。   

   ３．セグメント資産の調整額9,153,117千円は主に全社資産であり、その内容は当社での余資運用資金（現金及

び預金、短期貸付金）、長期投資資金（投資有価証券）等であります。 

   ４．セグメント利益又は損失(△)は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。     

  

  （単位：千円） 

  

報告セグメント
その他
（注）１ 

合計
調整額 
（注） 
２、３ 

連結
財務諸表 
計上額 
（注）４ 

産業機器 
市場 

情報通信
機器市場 

計

売上高               

外部顧客への売上高  5,935,128 4,281,986 10,217,114 981,930  11,199,044  △1,568 11,197,476

セグメント間の内部売
上高又は振替高  24,194 28,110 52,304 5,348  57,652  △57,652 －

計  5,959,322 4,310,096 10,269,418 987,278  11,256,696  △59,220 11,197,476

セグメント利益又は 

損失(△) 
 165,901 △57,155 108,746 86,014  194,760  △7,994 186,766

セグメント資産   3,120,227 2,058,291 5,178,518 343,161  5,521,679  9,153,117 14,674,796

その他の項目               

減価償却費  114,902 137,061 251,963 29,172  281,135  217,870 499,005

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額  110,594 87,454 198,048 257  198,305  70,336 268,641



当連結会計年度（自平成24年４月１日  至平成25年３月31日） 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ＳＢＵで管理していない実装製

品等を含んでおります。  

   ２．セグメント利益又は損失(△)の調整額17,130千円は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等でありま

す。   

   ３．セグメント資産の調整額9,137,012千円は主に全社資産であり、その内容は当社での余資運用資金（現金及

び預金、短期貸付金）、長期投資資金（投資有価証券）等であります。 

   ４．セグメント利益又は損失(△)は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

    ２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

該当事項はありません。 

  

  （単位：千円） 

  

報告セグメント
その他
（注）１ 

合計
調整額 
（注） 
２、３ 

連結
財務諸表 
計上額 
（注）４ 

産業機器 
市場 

情報通信
機器市場 

計

売上高               

外部顧客への売上高  5,797,816 3,845,501 9,643,317 838,680  10,481,997  － 10,481,997

セグメント間の内部売
上高又は振替高  53,173 13,049 66,222 3,489  69,711  △69,711 －

計  5,850,989 3,858,550 9,709,539 842,169  10,551,708  △69,711 10,481,997

セグメント利益又は 

損失(△) 
 198,681 △195,754 2,927 △4,583  △1,656  17,130 15,474

セグメント資産   3,254,196 2,038,558 5,292,754 262,030  5,554,784  9,137,012 14,691,796

その他の項目               

減価償却費  94,629 135,760 230,389 26,090  256,479  179,045 435,524

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額  107,070 234,613 341,683 16,127  357,810  114,837 472,647

（１株当たり情報）

  
  
  

前連結会計年度
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

当連結会計年度
（自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 750.15 円 753.05

１株当たり当期純利益金額 円 10.99 円 4.71

  
前連結会計年度

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

当期純利益金額（千円）  171,465  73,478

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益金額（千円）  171,465  73,478

期中平均株式数（株）  15,598,768  15,598,668

（重要な後発事象）



 ①代表取締役の異動 

  該当事項はありません。  

 ②その他役員の異動  

新任取締役候補  

  

退任予定取締役  

  

昇格予定取締役  

 ③就任予定日 

平成25年６月25日 

  

  

5.その他

(1)役員の異動

  取 締 役  酒井 拓充 （現 営業本部長） 

 常務取締役  前田純治郎 （顧問 就任予定） 

 常務取締役  宮原  稔 （現 取締役宮崎事業所長） 

 常務取締役  上岡  崇 （現 取締役社長補佐 兼 経営推進本部長 兼 経営推進本部経営企画室長

      兼 経営推進本部経理部長 兼 経営推進本部人事部長         

      兼 管理本部所管 兼 営業本部管掌  兼 中国事業推進部所管）  

    



  

 ① 生産実績 

当連結会計年度の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１. セグメント間の取引については相殺消去しており、金額は販売価格によっております。  

      ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

      ３. 当連結会計年度より売上計上基準を変更しており、前年同期比については当該変更を遡及適用した後の前 

     連結会計年度の数値との比較によっております。  

 ② 受注状況 

当連結会計年度の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

   ２. 当連結会計年度より売上計上基準を変更しており、前年同期比については当該変更を遡及適用した後の前 

          連結会計年度の数値との比較によっております。   

 ③ 販売実績 

当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

   ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

   ３. 当連結会計年度より売上計上基準を変更しており、前年同期比については当該変更を遡及適用した後の前 

     連結会計年度の数値との比較によっております。 

  

(2)生産、受注および販売の状況

セグメントの名称
当連結会計年度

（自 平成24年４月１日 
  至 平成25年３月31日） 

前年同期比（％）

産業機器市場     （千円） 

情報通信機器市場   （千円） 

その他        （千円） 

   

 

 

5,836,429

3,838,570

832,808

97.7

88.9

85.0

合計  10,507,807 93.2

セグメントの名称 受注高(千円） 前年同期比（％）  受注残高（千円）  前年同期比（％）

産業機器市場  5,991,357  103.1  953,155  125.5

情報通信機器市場  3,673,383  89.0  334,069  66.0

その他  867,481  92.3  118,028  132.3

合計  10,532,221  96.8  1,405,252  103.7

セグメントの名称
当連結会計年度

（自 平成24年４月１日 
   至 平成25年３月31日）  

前年同期比（％）

産業機器市場     （千円）  5,797,816 97.7

情報通信機器市場   （千円）  3,845,501 89.8

その他        （千円）  838,680 85.5

合計  10,481,997  93.6
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